
第二次富士・東部地域防災アクションプランの策定について H29.6.1 富士・東部地域防災連絡会議

大規模災害が起きた場合の体制づくりを目指し

【内容】
・市町村との情報連絡体制の確立
・職員初動マニュアル改定版の作成など３１４のアクション項目

「富士・東部地域防災アクションプラン」を改定し、

【内容】
・住宅・建築物の耐震化等 など２４８のアクション項目

◎山梨県強靱化アクションプラン、熊本地震等による新たな課題、法改正への対応

（１）女性、要配慮者等に配慮した防災対策の推進 （防災講座参画、備蓄物資の整備、避難所の運営） （Ⅰ-1-①、Ⅰ-2-①、Ⅱ-4-②等）

（２）防災体制の強化 （非常参集体制の整備、業務継続計画（BCP)の策定等） （Ⅰ-6-①、Ⅰ-6-③等）

（３）旅行者、帰宅困難者、外国人対策の推進 （旅行者等への災害情報伝達等） （Ⅰ-7-①、Ⅰ-7-②）

（４）情報の収集・伝達体制の強化 （ホームページ，ＳＮＳ等の活用、「山梨県総合防災情報システム」の活用等）（Ⅱ-1-①～③）

（５）避難所体制の整備 （指定緊急避難場所・指定避難所の指定、子育て家庭等のニーズ、地域の実情に応じた体制整備等）（Ⅱ-4-①～②）

（６）緊急物資の受入、供給等の体制の整備 （協定の締結、物資拠点の選定、物流事業者との連携等）（Ⅱ-5-①、Ⅱ-5-②）

【内容】 安全・安心な地域の構築に向けた「県土の強靱化」を推進

【位置づけ】 本県の地域防災計画をはじめとする各分野の計画等の指針

【内容】
・防災対策に関する意識啓発及び人材の育成
・総合的防災情報システムの構築・運用 など２６７の施策

【内容】
・住民への防災意識啓発と防災訓練の強化
・避難所運営体制の整備 など３９のアクション項目

【内容】
・避難勧告等の伝達基準の見直し
・ハザードマップの整備 など４５のアクション項目

準拠

⼭梨県

を策定H15.3

富⼠・東部地域県⺠センター

「富士・東部地域防災アクションプラン」H19.2

「第二次やまなし防災アクションプラン」H24.3
を策定

「やまなし防災アクションプラン」 を策定

「富士・東部地域防災アクションプラン」 を一部改定H24.6

「山梨県強靭化計画」
（「国土強靭化基本法」に
基づく）

H27.12
を策定

「山梨県強靭化アクションプラン」（～H31 )
整合性
を図る

を策定

１ 策定の経緯

２ 主な改正事項

準拠

「 第二次 富士・東部地域防災アクションプラン」

を策定
【内容】
・関係機関と住民が連携した実践的な訓練の実施
・避難行動要支援者名簿の作成等体制整備 など４８のアクション項目

※ プランの計画期間は、山梨県強靱化計画に合わせ平成３１年度まで「山梨県強靱化アクションプラン」は、「やまなし防災アクションプラン」のほぼすべての項
目が含まれており、代替するものとされた

H27.12


